
近江八幡市人事行政の運営等の状況公告

します。

近江八幡市長　　小西　理

　　（条例第3条第1号関係）

（１）職員の採用、退職の状況　 （単位：人）

男 女 計 男 女 計

21 6 27 10 4 14

1 0 1 0 0 0

0 2 2 3 0 3

0 2 2 0 3 3

0 0 0 0 2 2

0 0 0 0 1 1

0 0 0 0 1 1

0 6 6 0 6 6

0 1 1 0 1 1

0 1 1 0 0 0

3 4 7 5 2 7

6 2 8 7 1 8

0 0 0 0 2 2

0 4 4 4 1 5

4 24 28 6 28 34

0 0 0 0 2 2
35 52 87 35 54 89

（２）競争試験の状況 （単位：人）

競　争

男 女 計 男 女 計 倍　率

170 62 232 24 8 32 7.3

5 0 5 2 0 2 2.5

3 6 9 0 2 2 4.5

2 20 22 0 5 5 4.4

5 9 14 0 4 4 3.5

1 37 38 1 35 36 1.1

0 4 4 0 2 2 2.0

0 9 9 0 1 1 9.0

0 1 1 0 1 1 1.0

186 148 334 27 58 85 3.9

医師職

医療技術員職

計

土木技術職

退職者数
職　　種

採用者数

一般行政職

社会福祉士職

建築技術職

保健師職

心理判定員職

看護師職

薬剤師

1

一般行政職

医療技術員職

計

管理栄養士職

その他教育職

区　　分

　　近江八幡市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成22年近江八幡市条例

第43号） 第6条の規定により、令和2年度における人事行政の運営の状況の概要を公表

１　採用、退職及び職員数に関する状況

令和3年9月30日

文化財技術職

受験者数 合格者数

土木技術職

技能労務職

幼稚園教諭職・保育士職

保健師職

司書

管理栄養士職

建築技術職

看護師職

幼稚園教諭職・保育士職

心理判定員職



（３）選考採用の状況 （単位：人）

男 女 計

1 0 1 滋賀県から

3 4 7 滋賀県教育委員会から

6 2 8 京都府立医科大学等から

10 6 16

（４）部門別職員数の状況（各年4月1日現在）（単位：人）

対前年

令和2年 令和3年 増減数

議　　会 5 5 0

一 総　　務 118 124 6

般 税　　務 24 23 ▲ 1

行 民　　生 171 179 8

政 衛　　生 36 46 10

労　　働 1 1 0

農林水産 17 17 0

商　　工 10 10 0

土　　木 43 42 ▲ 1

小計 425 447 22

教 教　　育 115 105 ▲ 10

育 小計 115 105 ▲ 10

公 病　　院 619 615 ▲ 4

営 水　　道 14 14 0

企 下 水 道 10 10 0

業 その他特会 46 45 ▲ 1

等 小計 689 684 ▲ 5

1,229 1,236 7

１名

１名

１名

１名

１名

１名

2

（注）令和3年地方公務員定員管理調査における数値を計上しています。職員数は、一般職に属する

　　職員数であり、地方公務員の身分を有する休職者、派遣職員等を含み、再任用短時間勤務職員、

　　臨時または非常勤職員を除いています。

（５）職員派遣の状況（令和２年度）

滋賀県後期高齢者医療広域連合

公益社団法人びわこビジターズビューロー

東近江行政組合

滋賀県（琵琶湖保全再生課）

文化庁

摘　　　要

計

採用者数

一般行政職

その他教育職

医師職

職員数（人）

合　　　　計

社会福祉法人　近江八幡市社会福祉協議会

区　　分

部　　　門



　　（条例第3条第2号関係）
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　平成27年4月から人事評価制度プロジェクト委員会を設置し検討を重ねた結果、個々の職員の常日頃
の働きを定性的に評価する「行動評価」と職員やチーム（診療科）がどのようなパフォーマンスを発揮で
きたのかを定量的に評価する「目標達成度評価」の2種類の評価を組み合わせた人事評価制度を確立
しました。平成28年10月から本格導入をしており、評価の結果は人材育成や給与等の人事管理の基礎
資料として活用します。

２　人事評価の状況

 地方公務員法（昭和25年法律第261号）では、職員の執務については定期的に人事評価を行うこととさ
れており、各任命権者における取組は以下のとおりです。

（１）　市長部局及び教育委員会等

　職員の効果的な育成、適切な処遇、管理監督者の指導能力の向上及び職員の職務遂行行動の変容
を促し組織の効率的な業務運営を図ることを目的として、職員がその職務を遂行するに当たり発揮した
能力を把握した上で行う「能力評価」および職員がその職務を遂行するに当たり挙げた目標を把握した
上で行う「実績評価」による人事評価を実施しており、評価の結果は人材育成や給与等の人事管理の
基礎資料として活用します。
　また評価結果の給与上の反映については、平成２６年１月から定期昇給へ、令和元年６月から勤勉手
当の成績率へそれぞれ反映をしています。

（２）　総合医療センター



　①　人件費の状況（普通会計決算）

（注）１．人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含みます。

　②　職員給与費の状況（普通会計予算）

（注）１．職員手当には退職手当は含みません。

　　　２．給与費は当初予算に計上された額です。

　③　ラスパイレス指数の状況（一般行政職）

（２）　職員の平均給料月額、初任給等の状況

　①　職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（令和3年4月1日現在）

円 円

円 円

　②　職員の初任給の状況（令和2年4月1日現在）

決定初任給 採用2年経過日給料月額

158,900150,600

(総合職) 2-1 (一般職) 1-25

193,900

154,900

（１）　総　括

（上段：級号給　下段：給料月額）

区　　　　分
近江八幡市 国

決定初任給

区　分 職員数

　　

１－１６ (一般職) 1-5 (一般職) 1-12１－９

207,800

平均給料月額

人

182,200

一般行政職

採用2年経過日給料月
額

552

国

　　　措置が無いとした場合の参考値です。

98.8

技能労務職

199,900

(総合職) 2-8 (一般職) 1-32１－３６

41.8

平成26年度

　

46,525,236 820,440

給　　料 期末勤勉手当職員手当

人 千円 千円

住民基本台帳人口

給　　　　与　　　　費

314,440

99.6

1人あたり

給与費

98.9

令和2年度

Ｂ／Ａ

平成31年度

計

令和元年度人件費率

5,060,587 12.9

6,125

平成28年度

10.9

千円

3,381,204

千円

Ｂ

区　分
Ｂ（令和3年1月1日） Ａ

％
令和2年度

千円 ％

82,343

人件費率 （参考）

Ｂ／Ａ

千円

98.9

平均年齢

（注）ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の市職員の給与水準を示す指数です。

Ａ

2,124,134

３　給与の状況 　　（条例第3条第3号関係）

歳　出　額 人　件　費実質収支

107.5(99.3)

平成25年度

99.6

平成29年度

令和3年度

平成27年度

千円千円

平成30年度

186,700

849,364

99.0

407,706

平均給料月額

99.5

164,700

57.6

上級

188,700

看護師職

286,947

      平成２５年度の括弧書きは、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額

平均年齢

4

近江八幡市

区　　分

43.0

一般行政職

初級

265,790

50.9325,827

１－２９

215,200 225,200

２－１３ ２－２０

（注）１．「平均給料月額」とは、各職種毎の職員の基本給の平均です。

　　　２．職員には再任用常時勤務職員を含みます。



　③　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和3年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

（３）　一般行政職の級別職員数の状況

　①　一般行政職等の級別職員数の状況（令和3年4月1日現在）

人 人 人 人 人 人 人

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

前年度の ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

構成比（％）

　　　２．標準的な職務名称とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

（４）　職員手当の種類とその内容

　　職員には給料のほかに手当が支給されます。

　　令和3年4月1日現在における主な手当の制度等は次のとおりです。

内 容

配偶者　6,500円、子　10,000円、その他　各6,500円

満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子　各5,000円加算

[借家・借間居住者]

　月額　16,000円を超える家賃を支払っている職員に対し、上限28,000円

　ただし本市への新規転入者については、5年間を限度として上限31,000円

[交通用具使用者]　自動車・バイク等の別及び通勤距離（片道2km以上）に応じて

　　　　　　　　　　　　2,000円～31,600円(月額)

[行政職] 円 円

円 円

円 円

円 　

54,100

14.6

　

3.4

50

毎
月
決
ま
っ
て
支
給
さ
れ
る
も
の

77,800 保育所長・幼稚園長部長級(理事）

45,500

通勤手当

部長級(理事除く） 55,10082,400

4.216.7

管理職手当 役職により定額の管理職手当を支給

住居手当

構成比（％）

（注）１．近江八幡市の給与条例に基づく給料表の級別区分による職員数です。

名　称

主　　事

課長補佐級69,500

63,400

次長級

課長級(参事除く)

5

理　　事

13.3

17.8

主　　査

職務名称

次　　長

主任主事

43

初級

上級 270,218

      経験年数区分に対象職員がいない等で平均値がでない場合は省略しています。

（注）経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいいます。

328,300 362,930

-

６級

-

主　　事

経験年数20年経験年数15年区　　　　分

３級 ５級４級

経験年数10年

-

扶養手当

20.6

23.1

主任技師

一般行政職

副主幹

60

9.2 16.9

職員数（人）

１級区　　分

標準的な

主任技　　師 技　　師

２級

48 61 15

17.5

[交通機関等利用者]　運賃等相当額を支給（6箇月の定期券を基礎とする額により支給）

83

７級

部　　長

参　　事

課　　長

13.9

課長補佐

課長級(参事)

11.9 16.9



内 容

円 円

円 円

円 　 円

円 円

円 円

円

円 円

円 円

円

著しく危険、不快、不健康または困難な勤務についたときに支給される手当

％（令和２年度）

支給対象職員　1人当たりの平均支給年額

[普通会計　　　　　令和２年度決算額] 円

[病院事業会計　　令和２年度決算額] 円

[支給額の多い手当]　医師研究手当　福祉現業手当　教務手当

[多くの職員に支給されている手当]　福祉現業手当　変則勤務手当　

支給対象職員1人当たりの平均支給年額

[普通会計　　　　　令和２年度決算額] 円

[病院事業会計　　令和２年度決算額] 円

宿日直手当

　

そ

の

他

（５）　特別職等の報酬等の状況（令和3年4月1日現在）

円 円)

円

円 計

円

報 円

円

酬 円

[医療職・

部長(次長級)

110,000

79,800

副　市　長 730,000

 役職・在職期間に応じて　21,700～59,550円×60月分を加算

月分

～52,400

63,800

教　育　長

加算措置　有病院事業管理者

49,200

議　　員

議　　長

副　議　長

922,000

12月期

月分

6

455,000

400,000

360,000

3.35

定年前早期退職特例措置　２％～４５％加算

給　料　月　額　等

看護部長

副部長(課長補佐級)

副看護長(課長補佐級)

部長(副院長) 76,500

部長(課長級)131,500

月分

67,700

部長

33.27075

19.6695

民間企業のボーナス、賞与等に相当する手当として年間 4.45か月分を2回に分けて支給。

２０年

47.709

月分 39.7575

 

月分

定年・勧奨

区　　　分
経　　験　　年　　数

３５年

月分

課長補佐級

看護長（課長級）看護部長(副院長)

看護副部長(次長級) 59,800

303,099

612,064

71,700

月分

２５年

月分

その他加算措置

42,60067,100

55.8

505,179

最高限度

47.709

43,200

勤
務
実
績
に
応
じ
て
支
給
さ
れ
る
も
の

給
　
　
　
料

6月期

76,500 54,600

副部長(次長級)

期　末　手　当

(880,000市　　長

区　　　　分

（管理職手当）

自己都合

[医療職・看護職]

24.586875

特殊勤務

[医療職・医師]

時間外勤務

手　　当

39,795

(市全体で31種、全職種に占める手当支給職員の割合

93,300

副院長

課長級

手　　当

月分

　

院長・院長代行

名　称

薬剤師・医療技術職]

　

退職手当

期末・勤勉手当

　

※（　）内の数字は、減額していない場合の金額です。

616,000 1.675

47.70928.0395

その他

1.675 月分

685,000 月分



　　（条例第3条第4号関係）

1日の勤務時間

７時間４５分

総付与日数 総取得日数 対象職員数 平均取得日数 取得率
日 日 人 日 ％

14,049 3,419 361 9.5 24.3

介護休業

取得者 育児休業 部分休業 育児短時間

取得者 取得者 勤務取得者 対象者数 取得者数 部分休業 育児短時間勤務

男　　性 1 5 0 2 19 3 0 1

女　　性 2 100 58 4 33 33 1 0

合　　計 3 105 58 6 52 36 1 1

1週間の勤務時間

３８時間４５分

４　勤務条件の状況

期　　　　　間

（２）　一般職員の年次有給休暇の取得状況（令和２年中）

（３）　育児休業等の取得状況（単位：人）

休憩時間

午後０時から
午後１時まで

終業時刻

午後５時１５分

骨髄液提供のための休暇

ボランティア等社会貢献休暇

区　　分

育児休業取得状況

 　 となった職員の育児休業取得状況

令和２年度中新たに育児休業が取得可能

必要と認められる期間

必要と認められる期間

必要と認められる期間

保育時間休暇（生後１年未満の子）

妻の出産補助休暇

　

産後休暇

結婚休暇

産前休暇

始業時刻

午前８時３０分

（１）　標準勤務の場合の勤務時間の状況

（４）　特別休暇の状況（令和２年４月１日現在）

災害又は交通機関の事故等による休暇

災害時における危険回避のための休暇

夏季特別休暇

災害による職員の現住居の滅失等の休暇

　

裁判員、証人、鑑定人、参考人等として官公署へ出頭する

１の年において５日の範囲内の期間子（中学校就学前）の看護のための休暇

忌引休暇

介護休暇（短期）

妊産婦の健診休暇

つわり休暇

１の年において５日の範囲内の期間

７日の範囲内で必要と認められる期間

必要と認められる期間

生理休暇
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必要と認められる期間

７日の範囲内の期間

１日を通じて１時間を超えない範囲

必要と認められる期間

死亡者の区分に応じ１日から１０日の範囲内の

２日の範囲内で必要と認められる期間

父母の追悼のための休暇

出産予定日以前８週目にあたる日から

連続する７日の範囲内の期間

出産日の翌日から８週間以内の期間

１日２回それぞれ３０分以内の期間

３日の範囲内の期間

出産の日までの期間

(注)　対象職員数は、令和2年1月1日から令和2年12月31日までの全期間について在職した一般職員であり、当該期間の中途に

採用された者及び退職した者並びに当該期間中に育児休業を取得した者等を除いています。

内　　　　　容

公民権行使のための休暇

妊娠中の職員の通勤緩和

ための休暇

原則として連続する３日の範囲内の期間

１日の範囲内の期間

期間

１の年において５日の範囲内の期間



　　（条例第3条第6号関係）

降任 免職 休職 降給 計

0

24 24

0

0

0

0

戒告 減給 停職 免職 計

0

0

1 1 2

0

0

1 1

　　（条例第3条第9号関係）

169 名

25 名

218 名

273 名

29 名

70 名

1 名

公務外非行関係（刑法違反等の信用失墜行為等）

8

（単位：人）（２）　懲戒処分者数

(5)交通安全研修

(7)その他派遣 文化庁

市長会主催研修

(6)人権問題研修

条例で定める事由による場合

(令和２年度職員研修実績)

区　　　　　　分

給与・任用に関する不正（給与不正領得・受験採用虚偽行為等）

収賄等関係（横領）

一般（階層別研修）、専門研修、特別研修

全国市町村国際文化研修所、滋賀県建設技術センター、

道路交通法違反（無免許・交通事故）

（単位：延べ人）

刑事事件に関し起訴された場合

区　　　　　　分

勤務実績が良くない場合

監督責任

研　修　内　容

一般服務違反（信用失墜行為・職務専念義務違反等）

研　修　区　分 受講者数（延人数）

６　研修の状況

５　分限及び懲戒処分の状況

（１）　分限処分者数

心身の故障の場合

職に必要な適格性を欠く場合

職制、定数の改廃等により過員を生じた場合

新規採用職員内部研修、、事前研修(3)新規採用職員研修

(1)市町村職員研修センター

　 派遣研修

(2)その他研修機関派遣研修

人権問題啓発講座

(4)行政課題研修 人事評価制度研修、OJT研修

交通安全教室

デジタル・ガバメントの推進、草刈機取扱講習会

仕事の進め方研修、ワンペーパー資料作成研修



　　（条例第3条第8号関係）

部長級 4

　管理監督職員で退職した職員の再就職の状況は、次のとおりです。

（注）　上記は、令和２年８月から令和３年７月末までの期間における課長級以上の退職者数及び再就
職者数です。

　改正法の施行に合わせ、改正法による規制のほか、「近江八幡市職員の退職管理に関する条例」（以
下「条例」という。）を制定し、本市職員の退職管理の適正化を図り、市政に対するより一層の信頼を確
保できるよう取り組んでいます。

　営利企業等に再就職した元職員が、離職前の職務に関して、現職職員へ働きかけをすることが禁止
されています。

（１）　再就職者による依頼等（働きかけ）の規制（改正法第３８条の２）

区分
管理監督職員の

退職者数

次長級

課長級

3

７　職員の退職管理の状況

 平成２８年４月１日に、再就職者による依頼等の規制の導入等により退職管理の適正を確保するため
の所要の措置を講ずることを内容とする改正地方公務員法（以下「改正法」という。）が施行されました。

（２）　再就職情報の届出（条例第３条）

　管理又は監督の地位にある職員であった者は、離職後２年の間に営利企業等に再就職した場合には
任命権者に届け出ることが義務付けされています。

[退職管理の規制等の概要]

　これまで違反の実績はありません。

002

0

0

9 5 0 0 0

003

（単位：人）

9

本市 民間企業非営利団体外郭団体

うち再就職者数



８　福利厚生の状況 　　（条例第3条第10号関係）

1,203 人 1,172 人 97.4 ％

940 人 914 人 97.2 ％

735 人 304 人 41.4 ％

735 人 475 人 64.6 ％

363 人 218 人 60.1 ％

205 人 156 人 76.1 ％

　　　　　　　　　マンモグラフィ 162 人 137 人 84.6 ％

93 人 34 人 36.6 ％

1,681 人 1,572 人 93.5 ％

29 件 2 件

会員数（R3.4.1現在） 1,238 人 　 813 人

会費（R2年度）
　　(※参考　H31年度）
補助金（R2年度）
　　(※参考　H31年度）

　　（条例第5条関係）

　　　　　該当なし

10

受診者数 受　診　率

　　一般定期健康診断

　　生活習慣病予防健診

　　胃部検診

　　大腸検診

　　子宮頸部検診

　　乳房検診　エコー

市職員互助会 総合医療センター職員互助会

定額

　　特定保健指導（共済組合指定）

（１）　職員の健康管理に関する主要事業の実施状況

区　　　　　　分 受診対象者数

（２）　公務災害及び通勤災害の認定件数

（うち市職員互助会員　併加入618人）

　また、滋賀県環境保全事業である淡海エコフォスター制度の趣旨に賛同し、道路清掃等のボラン
ティア活動も積極的に実施しています。

　　　　　　　・給付事業（慶弔関係、人間ドック・脳ドック助成等）

（１）　勤務条件に関する措置の要求状況

　なお、職員互助会の事業は、職員が個々に負担する「会費」と市からの「補助金」等の収入で運営
して いますが、事業実施にあたっては、昨今の社会情勢や市の厳しい財政状況から見直しを実施
しており、今後も適合性のある健全な互助会運営に努めてまいります。

　平成21年度からは、市職員互助会の事業内容が見直され市補助金の算定基準を補助対象事業
の１/２を限度とするよう改正を行っています。

加　　入　　団　　体 公務災害 通勤災害

地方公務員災害補償基金滋賀県支部

　職員互助会は、地方公務員法第42条に基づく職員の福利厚生制度の増進及び共済制度の確立
を目的として、市条例に基づき、職員の福利厚生に関する事業や医療等に関する給付等の事業を
実施するために組織された団体で、「近江八幡市職員互助会」と「近江八幡市立総合医療センター
互助会」の２つがあります。市職員互助会の会員で総合医療センターに勤務する職員は、２つの互
助会に重複加入しています。２つの互助会ともに、会員の元気回復、文化教養の向上、健康の保持
増進、余暇を有意義に活用する事業等を実施しています。

（３）　近江八幡市職員互助会の状況

給料　×　５．０／１０００
給料　×　５．０／１０００

補助対象事業費　×　１／２

（２）　不利益処分に関する不服申し立ての状況

９　公平委員会の業務状況

　　　　　該当なし

　　　＊職員互助会の主な事業

　　　　　　　・クラブ活動助成（体育クラブ　１６クラブ ・ 文化クラブ　４クラブ）

　　　　　　　・厚生事業（職員研修助成事業、リフレッシュ活動助成事業、ヘルスアップ支援事業、

　　　　　　　　インフルエンザ予防事業）

区　　　　　　分 受検対象者数 受検者数 受　検　率

　　ストレスチェック

　　　　　　　・文化体育事業（各種球技大会、映画チケット助成、観劇等）

定額

給料　×　３．８／１０００

補助対象事業費　×　１／２
給料　×　３．８／１０００


